
地方公会計財務書類（概要版）

統一的な基準

一般会計等 全体 連結

金額 金額 金額
金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 前年度末純資産残高 57,906,246 61,305,402 64,882,027 

1.固定資産 72,921,621 93.7% 91,456,783 94.1% 97,702,088 93.8% 1.固定負債 15,966,831 20.5% 29,194,742 30.0% 32,090,999 30.8% 1.純行政コスト 20,413,995△ 27,919,245△ 32,961,045△ 
（1）有形固定資産 64,252,802 82.6% 82,534,988 84.9% 85,770,399 82.3% 　　　（1）地方債 14,478,474 18.6% 21,847,622 22.5% 23,247,267 22.3% 2.財源 19,988,614 27,069,566 32,244,541 
　　　事業用資産 29,091,747 37.4% 29,091,747 29.9% 32,262,988 31.0% 　　　（2）長期未払金 - - - - 1,390 0.0% 　　　（1）税収等 12,109,358 14,856,845 17,299,842 
　　　インフラ資産 34,630,384 44.5% 51,201,611 52.7% 51,201,611 49.1% 　　　（3）退職手当引当金 1,488,357 1.9% 1,488,357 1.5% 2,978,660 2.9% 　　　（2）国県等補助金 7,879,257 12,212,721 14,944,699 
　　　物品 530,671 0.7% 2,241,630 2.3% 2,305,801 2.2% 　　　（4）損失補償等引当金 - - - - - - 　本年度差額 425,380△ 849,679△ 716,504△ 
（2）無形固定資産 127,820 0.2% 138,539 0.1% 139,613 0.1% 　　　（5）その他 - - 5,858,763 6.0% 5,863,683 5.6% 固定資産の変動（内部変動） - - - 
（3）投資その他の資産 8,540,998 11.0% 8,783,257 9.0% 11,792,076 11.3% 資産評価差額 - - 474△ 
      投資及び出資金 324,087 0.4% 259,288 0.3% 196,388 0.2% 2.流動負債 2,355,905 3.0% 3,325,515 3.4% 3,671,246 3.5% 無償所管換等 2,006,757 7,518,839 7,524,589 
      投資損失引当金 - - - - - - 　　　（1）1年内償還予定地方債 1,877,051 2.4% 2,690,633 2.8% 2,950,847 2.8% 他団体出資等分の増加 - - 
      長期延滞債権 230,843 0.3% 292,887 0.3% 295,137 0.3% 　　　（2）未払金 - - 137,440 0.1% 192,432 0.2% 他団体出資等分の減少 - - 
      長期貸付金 30 0.0% 30 0.0% 30 0.0% 　　　（3）未払費用 - - - - 2,553 0.0% 比例連結割合変更に伴う差額 - 2,768△ 
      基金 7,998,478 10.3% 8,250,387 8.5% 11,319,631 10.9% 　　　（4）前受金 - - - - 335 0.0% その他 - 3,252,769△ 3,252,769△ 
      その他 - - - - 333 0.0% 　　　（5）前受収益 - - - - - - 　本年度純資産変動額 1,581,377 3,416,390 3,552,073 
      徴収不能引当金 12,440△ △0.0% 19,336△ △0.0% 19,442△ △0.0% 　　　（6）賞与等引当金 230,389 0.3% 248,393 0.3% 273,188 0.3% 本年度末純資産残高 59,487,623 64,721,792 68,434,100 

2.流動資産 4,888,738 6.3% 5,785,266 5.9% 6,493,915 6.2% 　　　（7）預り金 248,464 0.3% 249,049 0.3% 251,890 0.2%
（1）現金預金 1,034,089 1.3% 1,784,661 1.8% 2,160,374 2.1% 　　　（8）その他 - - - - 1 0.0%
（2）未収金 41,195 0.1% 146,057 0.2% 221,013 0.2%

（3）短期貸付金 940 0.0% 940 0.0% 940 0.0% 　負債の部合計 18,322,736 23.5% 32,520,257 33.4% 35,762,245 34.3%

（4）基金 3,816,067 4.9% 3,816,276 3.9% 3,915,306 3.8% （1）固定資産等形成分 76,738,627 95,273,999 101,618,334 

（5）棚卸資産 - - 9,561 0.0% 168,155 0.2% （2）余剰分（不足分） 17,251,004△ 30,552,207△ 33,198,662△ 
（6）その他 - - 39,292 0.0% 39,778 0.0% （3）他団体出資等分 - 14,428 
（7）徴収不能引当金 3,551△ △0.0% 11,521△ △0.0% 11,651△ △0.0%

3.繰延資産 - - - 343 0.0% 　純資産の部合計 59,487,623 76.5% 64,721,792 66.6% 68,434,100 65.7%
　資産の部合計 77,810,359 100.0% 97,242,049 100.0% 104,196,346 100.0% 　負債及び純資産の部合計 77,810,359 100.0% 97,242,049 100.0% 104,196,346 100.0%
※資産合計額に対する金融資産の割合 17.3% 15.0% 17.5%
（「1.固定資産（3）投資その他の資産」+「2.流動資産」）/資産の部合計

一般会計等 全体 連結
金額 金額 金額

1.業務活動収支 1,826,651 2,087,824 2,341,969 

　　業務支出 17,832,277 25,322,093 30,734,690 
　　　内、支払利息支出 56,997 192,405 197,577 
　　業務収入 19,939,191 27,696,278 33,363,062 
　　臨時支出 362,009 368,107 368,149 
　　臨時収入 81,746 81,746 81,746 

2.投資活動収支 1,391,392△ 1,194,031△ 1,211,211△ 

　　投資活動支出 3,231,302 3,658,606 3,736,944 

　　　内、基金積立金支出 619,752 651,865 719,639 

金額 割合 金額 割合 金額 割合 　　投資活動収入 1,839,910 2,464,575 2,525,733 
経常費用 21,041,693 100.0% 29,187,557 100.0% 34,770,871 100.0% 　　　内、基金取崩収入 1,108,097 1,108,097 1,166,523 
1.業務費用 10,609,621 50.4% 12,242,838 41.9% 13,304,579 38.3% 基礎的財政収支 3,911 629,966 881,452 
　　　（1）人件費 3,906,712 18.6% 4,130,074 14.2% 4,674,335 13.4% 3.財務活動収支 73,293△ 776,018△ 899,948△ 
　　　（2）物件費等 6,385,895 30.3% 7,616,599 26.1% 8,070,952 23.2% 　　財務活動支出 1,953,049 3,513,751 3,774,932 
          内、減価償却費 3,080,128 14.6% 3,844,209 13.2% 3,958,494 11.4% 　　財務活動収入 1,879,756 2,737,734 2,874,984 
　　　（3）その他の業務費用 317,014 1.5% 496,165 1.7% 559,292 1.6% 本年度資金収支額 361,966 117,776 230,810 
2.移転費用 10,432,072 49.6% 16,944,718 58.1% 21,466,292 61.7% 前年度末資金残高 423,658 1,418,421 1,680,303 
　　　（1）補助金等 7,088,789 33.7% 14,721,323 50.4% 19,230,220 55.3% 比例連結割合変更に伴う差額 - 781△ 

　　　（2）社会保障給付 2,175,291 10.3% 2,177,057 7.5% 2,177,351 6.3% 本年度末資金残高 785,624 1,536,197 1,910,331 

　　　（3）他会計への繰出金 1,124,778 5.3% - - - - 本年度末歳計外現金高 248,464 248,464 250,042 
　　　（4）その他 43,214 0.2% 46,338 0.2% 58,721 0.2% 本年度末現金預金残高 1,034,089 1,784,661 2,160,374 
経常収益 988,907 4.7% 1,664,095 5.7% 2,205,799 6.3%
1.使用料及び手数料 312,025 931,313 1,007,533 
2.その他 676,881 732,782 1,198,266 
純経常行政コスト 20,052,786 27,523,462 32,565,072 
臨時損失 362,783 397,358 397,548 
臨時利益 1,575 1,575 1,575 
純行政コスト 20,413,995 27,919,245 32,961,045 

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じる場合があります。

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が１年間でどのような要因で増減したかを表すも
ので、本年度末純資産残高は貸借対照表の純資産合計と一致します。

香南市 令和2年度

貸借対照表 純資産変動計算書

資産の部 負債及び純資産の部
勘定科目

勘定科目
一般会計等 全体 連結

勘定科目
一般会計等 全体 連結

資金収支計算書は、単年度の資金の収支を表し、１年間の資金の増減を業務活動収支・投資
活動収支・財務活動収支の３区分に分け、どのような活動に資金が必要であったかを示してい
ます。また、本年度末現金預金残高は、貸借対照表の金融資産の資金の金額と一致します。
業務活動収支は、日常の行政サービスを行ううえでの収入と支出を表しています。投資活動収
支は、主に固定資産形成に関する収入と支出を言います。財務活動収支とは、地方債等の借
入や元金償還に関する支出を言います。

資金収支計算書

貸借対照表では、年度末日現在でどれだけの資産や負債があるのかを把握できます。
左側の「資産」は、保有する資産の内容や額が記載してあります。
右側の「負債」及び「純資産」は、「資産」を形成するためにどのような財源措置をしてきたかを表しています。
「負債」は、今後、負担すべき債務であることから将来世代に対しての負担ととらえることができ、一方で、「純資産」は、今後負担する必要性のない資産、言い換えればこれまでの世代や現在の世代、または国、県が
負担した分となります。

勘定科目

行政コスト計算書

勘定科目
一般会計等 全体 連結

行政コスト計算書は、民間企業の損益計算書にあたるもので、行政運営にかかったコストのうち、例
えば人的サービスや給付サービスなど、資産形成につながらない行政サービスに要したコストを表し
たものです。また、実際に現金の支出を伴うサービスのほかに、減価償却費や退職手当引当金など
の現金支出を伴わないコストまでを含んで表しています。さらに、その行政サービスの提供に対する
直接の対価である使用料や手数料といった受益者負担がどの程度あったかを把握することができま
す。

単位 （千円）


